
（参考）調査の概要と調査結果の概要 

 

 

【調査の目的】 

・一部の二輪車販売店や整備工場等から、自賠責保険の取扱いが継続できるか不

安に感じるという旨の懸念の声が寄せられた。 

・こうした背景を踏まえ、国土交通省では、二輪車販売店、整備工場等を対象と

して自賠責保険代理店契約等に関する実態把握調査等を実施した。 

 

【調査内容】 

主に... 

・自賠責保険代理店の契約解消の具体的な実態について 

・代理店業務品質評価制度の変化等による現場への影響 

といった点について、実務実態や認識を把握することを目的とする。 

 

【調査結果の概要】 

・損害保険会社との十分な対話がなされていないことが疑われる状況が一部に認

められる等、業務品質向上の取組を適切に進める上で、損害保険会社が認識す

べき現状や意見等も確認された。 

・このため、国土交通省と金融庁の連名で、日本損害保険協会に対し、別添のと

おり要請を行った。 

《事務局注》 

調査の目的となった「懸念の声」に対する要請が、（別添の別紙）の⑥に該当します。 

（別紙）⑥の内容について『不適切な対応』を受けた場合は、通報窓口内「通報等受

付フォーム」からご連絡ください。また、十分な説明がなされずに保険代理店を解消さ

れた場合は、代理店の皆様から保険会社に再交渉いただきますようお願いいたします。 

・一方で、一部の自賠責保険代理店において、顧客が安心して利用できる業務運

営がなされていないことが疑われる状況も確認した。 

・会員の皆様においては、顧客本位の業務運営の観点から、法令等を遵守し、お

客様への適切な説明、契約手続、個人情報の管理その他必要な業務を適正に実

施していただくよう、改めてお願いしたい。 

 

 

 


